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河川の管理に関する行政評価・監視 
 

＜所見表示に対する改善措置状況の概要＞ 

 

 

 

 

関東管区行政評価局、栃木行政評価事務所及び千葉行政評価事務所では、「河川の管理

に関する行政評価・監視」の所見表示（平成 26年７月 31日）に対する改善措置状況につ

いて、関東地方整備局からの回答を受けて、その概要を取りまとめましたので、公表しま

す。 

 

  
 

○ 「河川の管理に関する行政評価・監視」 

  平成 26年７月 31日、関東地方整備局に所見表示 

所見表示に対する改善措置状況の概要は、別添参照 

 

〈本件照会先〉 
総務省関東管区行政評価局 

  第一部第３評価監視官 前田 
電 話：048-600-2322 
ＦＡＸ：048-600-2337 

 



       

 

 
 

 

 

 

 

「河川の管理に関する行政評価・監視」の所見表示に対する改善措置状況＜概要＞ 

 実地調査  ：平成26年４月～７月 
 所見表示先：関東地方整備局 
 所見表示日：平成26年 ７月31日 
 回  答  日：平成26年10月31日     

〈調査の背景〉 
 高度成長期に整備された構造物の老朽化や、良好な河川環境の整 
備等の要請に対応するため、国は、平成25年６月、河川法を改正し、
河川管理施設及び許可工作物の維持・修繕基準を創設、不法な工作 
物・船舶係留・投棄等に対する適切な指導等の取組を強化 
 また、東日本大震災での被害にかんがみ、海岸での防御と一体と 
なった河川津波対策の要請あり  

主な所見表示事項 調査結果  

地域と連携した河川整備の推進 
 管内の一級河川８水系のうち４水系 （久慈川、那珂川、

荒川、相模川）及び利根川の５区間（渡良瀬川、鬼怒川、小

 貝川、霞ヶ浦、中川・綾瀬川）について、国土交通大臣の
 河川整備基本方針の策定後、約６年から８年経過し

た現時点において、河川整備計画が未策定

  
河川の適切な管理 

  ⅰ）矢板が破損し土砂が河道に流入等の維持管
理が不適切な河川管理施設の事例、ⅱ）家屋を設

 置、不法耕作等の不法占用の事例、ⅲ）不法係留
船の所有者を確認してるのは一部河川事務所にと

 どまるなど、河川の管理が不適切なものあり 

海岸での防御と一体となった河川津波対策の推進 
 
  津波シミュレーションを行っているものの、管理施

設等の諸元を定める際に対象とする津波の設定に

 至っておらず、利根川河口部の整備計画なし 

主な改善措置状況 

 河川整備計画の策定に向けて、次の取組 
・ 那珂川水系及び利根川の霞ヶ浦区間では、霞ヶ浦導水事業の検証作業 
進め、平成26年8月、対応方針（事業継続）を決定 

・ 荒川水系では、同年8月、自然環境の保全・再生を行うための協議を実施 

・ 相模川水系では、神奈川県と共同で「相模川ふれあい巡視」を同年７月に
実施 

・ 平成26年９月、河川事務所の担当者会議を開催し、今回の行政評価・監
視を受けた結果を周知 

・ 指摘した不適切事例について、ⅰ）矢板修繕に先立って、境界を明らかに
するために普通河川管理者と協議中、ⅱ）不法占用者に対し、是正するよ
う指示書を交付、ⅲ）不法係留船の所有者確認に係るマニュアルを平成26
年 度内に作成予定等、改善措置を実施中 

・ 茨城県及び千葉県の関係部局と情報交換・意見交換を行い、河川津波
対策について調査・検討中 
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所見表示に対する改善措置状況＜事項別＞ 

１ 地域と連携した河川整備の推進 
主な調査結果

○ 河川整備計画（※）は、４水系＜久慈川、那珂川、荒川、相模川＞及び利根川水系の５区間＜渡良瀬川、鬼怒川、小貝川、霞ヶ浦、中川・

綾瀬川＞について、河川整備基本方針の策定後、約６年から８年が経過した現時点において未策定 
 ※ 河川法において、河川に関し学識と経験を有する者の意見の聴取、公聴会の開催等関係住民の意見を反映させるための措置を講ずること、関係 
   都道府県知事又は関係市町村の意見の聴取の策定手続を規定 

○ 河川整備計画の策定状況をみると、久慈川、那珂川及び荒川は、霞ヶ浦導水事業に係る個別ダムの検証、環境への配慮などの
技術的課題があるとして、学識経験者の意見聴取、公聴会の開催等の河川整備計画の策定手続に至っていない。 

  また、相模川及び利根川水系の５区間は、学識経験者の意見聴取や公聴会の開催等から４年又は５年が経過しているが、その
間に特段の進展なし 

所見表示の要旨 
  平成９年の河川法改正の趣旨を踏まえ、住民、地方公共団体等の地域と連携した河川整備を推進する観点から、久慈川、那珂
川、荒川及び相模川の４水系並びに利根川水系の５区間について、技術的課題があるものは学識経験者、行政機関等関係者によ
る検討等により課題を解決した上で、また、特段の課題がないものは速やかに、河川整備計画を策定すること 

回答の要旨 

  河川整備計画の策定に向けて、次の取組 
・ 那珂川水系及び利根川の霞ヶ浦区間では、霞ヶ浦導水事業の検証作業を進め、平成26年８月「今後の治水対策のあり方に関す 
 る有識者会議」を踏まえ、対応方針（事業継続）を決定 
・  荒川水系では、同年８月から自然環境の保全・再生を行うための協議を実施 
・ 相模川水系では、神奈川県と共同で「相模川ふれあい巡視」を同年７月に実施 
・ このほかの久慈川水系並びに利根川水系の渡良瀬川、鬼怒川、小貝川及び中川・綾瀬川の４区間では、河川整備計画の策定に向 
 けて検討中 
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２ 河川の適切な管理  

⑴  河川管理施設等の適切な維持管理 
主な調査結果 

ア 河川管理施設 

 ① 矢板が破損し、土砂が河道に流れ込んでいるもの（利根川下流河川事務所（以下「利根川下流」と略称。他の河川事務所についても 

   同じ。））【事例１】 

 ② 柵が破損している上、護岸に堆積した土のため柵の高さが不十分なもの（江戸川）【事例２】 

 ③ 国土交通省の浄化施設を示す看板が、洪水時に対応しておらず固定式となっているもの（江戸川）  
イ 許可工作物 
 ① 履行検査の対象となっているが、堤防上の道路のひび割れについて管理者に指導を行っていないもの（江戸川） 

 ② 許可外の施設を設置しているもの（利根川下流、江戸川） 

 ③ 履行検査の結果、進入防止策を取るよう指導しているが、立入禁止等の看板が設置されておらず、侵入のおそれがあるもの 
  （荒川上流） 

 ④ 占用許可を受けているが、設備が固定されており、出水時に移動できる状態にないもの（江戸川） 

所見表示の要旨

 河川管理施設等の適切な維持管理を推進する観点から、 
① 指摘した不適切事例について、速やかに是正を図ること、 
② 河川巡視、点検及び履行検査を的確に実施し、河川管理施設の損傷、腐食、不備等によりその機能の維持に支障が生じるも 
 のについては是正措置を速やかかつ着実に講ずるとともに、許可工作物に係るものについては、その設置者に対し是正措置を 
 速やかに講じさせること。 

回答の要旨 
➀ 河川管理施設について、事例１は矢板補修に先立って、境界を明らかにするため普通河川管理者と協議中、事例２は柵を補修 
 し土砂を撤去。他の指摘事例は改善措置を検討中 
  また、許可工作物については、速やかな対応を設置者に指導中  
➁ 河川巡視、点検等の結果に基づき河川管理施設の機能に支障が生ずると判断する場合には引き続き適切な措置を講ずるととも 
 に、許可工作物についても設置者を指導する方針 
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⑵ 河川敷の不法占用の排除 
主な調査結果

○ 次の不法占用事例がみられるが、いつまでにどのような是正措置を行うのかが明確とされていないことや是正内容が不十分
なことがあり、簡易代執行及び監督処分の実施に至っていない状況 

 ① 長期にわたり河川敷に盛土をして家屋等を設置しているもの（利根川上流、利根川下流、渡良瀬川、荒川上流）  
 ② 車両、ごみ等が廃棄されているもの（渡良瀬川、荒川上流）【事例３】 
 ③ 国有地で広範にわたって不法耕作されているもの（利根川下流、荒川上流）【事例４】    
 ④ 国有地に産業廃棄物等が大量に放置されているもの（利根川下流、荒川上流） 

 ⑤ 桟橋や釣り足場等が不法に設置されているもの（利根川上流、利根川下流、江戸川、渡良瀬川、荒川上流）【事例５】 

所見表示の要旨 
 河川の適正な利用を推進する観点から、河川巡視等により把握した土地の不法占用、不法耕作、不法投棄等について、いつま
でにどのような是正措置を行うか具体的な対応方針を定め、口頭指導、警告表示、指示書の交付等の是正措置の進捗管理を徹底
し、なお是正されないものについては、原状回復命令等の監督処分又は簡易代執行を遅滞なく行うことにより、違法状態を解消
すること 

回答の要旨

 今回指摘のあった事例について、一部事例は、放置車両の撤去【事例３】不法耕作の中止【事例４】釣り足場の撤去【事例５】 
が行われ改善済み。他の指摘事例については、警告看板の設置、指示書の交付など是正措置を実施中 
 また、不法占用の排除を図るための継続的な取組として、「不法占用、係留・投棄、処理台帳」の記載要領を平成26年度中に作 
成し指導経過がより適切に確認できるものとした上で、是正措置の進捗管理を徹底し、違法状態を解消するために適切な行政指導
対応措置を行う方針  
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⑶ 占用許可申請等の適正化  
主な調査結果 

 ５河川事務所及びこれら管内の11出張所における占用許可の実施状況を調査した結果、次の事例がみられた。 
 ① 許可更新されておらず、占用許可期限が過ぎているもの12施設、うち２施設は10年以上もの間、更新許可申請なし（利根川 
  下流）〔同種事例（江戸川、荒川上流）〕 

 ② 河川占用許可標識が設置されていないもの（利根川下流、江戸川）【事例６】 
 ③ 占用許可標識に連絡先や所轄の河川事務所等名の記載がないもの（利根川下流、江戸川、渡良瀬川、荒川上流） 

所見表示の要旨 

 土地占用の許可申請等の適正化を推進する観点から、 
① 占用許可期間が経過しているものについて、速やかに更新許可申請を行わせるとともに、長期間経過しているものについては  
 厳正な是正措置を講ずること 
② 未設置の河川占用許可標識について早急に標識を設置すること 
③ 河川巡視等の際に河川占用許可標識の記載内容を確認し、標識に占用者の連絡先及び所轄の河川事務所・出張所名を明記する 
 ことについて、標識の設置者に対する指導を徹底し改善措置を講じさせるとともに、今後、土地の占用許可申請者に対し周知す 
 ること  

回答の要旨 
➀ 占用許可期間が経過しているものについては、速やかに許可を受けるよう指導し、順次更新中。さらに、前回許可期間満了から 
 １年を経過しているものについては、既に申請されているものを除き、平成26年度内に文書により通知予定 
➁ 占用標識の設置を省略できる施設について平成26年度内に見直した上で、設置が必要と認められる施設について、占用者に対し 
 標識の設置を指導する方針【事例６】 
➂ 占用許可標識の記載内容を確認し、標識に占用者の連絡先及び所轄の河川事務所・出張所の記載がない場合は、占用者に対し追 
 記を指導する方針 
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⑷ 不法係留船対策の推進 
主な調査結果

➀ 関東地方整備局管内の不法係留船舶数は3,192隻（平成26年２月現在）。23年度及び24年度は監督処分及び簡易代執行の実績
なく、25年度に簡易代執行が３件 

  確認マニュアルが作成されておらず不法係留船の所有者確認の方針等が明確となっていないため、不法係留船舶の存在を把
握している４河川事務所（利根川上流、利根川下流、江戸川、荒川上流）のうち、所有者の確認を行っているのは一部の河川事務所
（江戸川）のみ 

➁ 河川区域に放置を禁止する対象物として船舶が指定されていない。 
 ・ 不法係留船に罰則（３月以下の懲役又は20万円以下の罰金）を適用するには、事前に河川ごとに放置を禁止する対象物として船

舶が指定されることが必要 
 ・ 平成26年５月及び６月に関係都県等との調整に着手したところ 

所見表示の要旨 
 河川の適正な利用、流水の正常な機能の維持等の観点から、 
① 不法係留船対策について、その所有者確認に係るマニュアルを作成し、警告表示、指示書交付等の是正措置を確実に実施し

なお是正されないものについては、原状回復命令等の監督処分又は簡易代執行を遅滞なく行うことにより、違法状態の解消を
図ること 

② 船舶の放置等に係る罰則の適用について、関係地方公共団体等との調整の上、放置を禁止する対象物を速やかに指定するこ
と 

回答の要旨 

➀ 不法係留船の所有者確認に係るマニュアルを平成26年度内に作成し、警告表示、指示書の交付等の是正措置を着実に実施する 
 方針 
➁ 平成26年10月31日に３水系８河川で「河川区域内の土地に捨て、又は放置してはならないもの」として船舶を指定【事例７】 
 その他の河川についても、早期の指定に向けて、関係地方公共団体と調整中 
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⑸ 河川維持管理に関する履歴の適切な記録  

主な調査結果 
 河川維持管理の履歴を保存し河川管理の基礎資料とする「河川カルテ」の作成状況を調査した結果、次の事例がみられ、現状

の河川カルテの内容では河川の維持管理状況を把握するための基礎情報としては不十分 
① 堤防、護岸等に関する経時カルテを全く作成していないもの（荒川上流の西浦和出張所）、管轄する河川区域の１㎞区間ごとに作

成することになっているが、全区間をまとめて作成しているもの（江戸川の江戸川河口出張所及び松戸出張所） 

② 堰、揚水機場等に関する施設カルテについて、作成していないもの（荒川上流の入間出張所）、一部の河川管理施設等の作成にと
どまっているもの（利根川下流の安食出張所及び銚子出張所、江戸川の江戸川河口出張所及び松戸出張所、荒川上流の西浦和出張所及び熊谷出

張所）  

所見表示の要旨 

適切な河川の維持管理を推進する観点から、河川カルテ作成要領に則して、河川カルテの作成を励行すること 

回答の要旨 

 今回指摘のあった事例について、堤防等に係る変状の経過観察が必要な箇所の経時カルテ及び河川管理施設に係る施設カルテを

成する予定。また、「河川カルテ作成要領」に則した河川カルテ作成に引き続き取り組むよう各河川事務所を指導予定 
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３ 海岸での防御と一体となった河川津波対策の推進  

主な調査結果 
○ 「河川津波対策について」（平成23年９月２日付け国土交通省水管理・国土保全局河川計画課長通知）によれば、海岸管理者である

都道府県と連携を図りつつ、「施設計画上の津波」（発生頻度は高く、津波高は低いものの、大きな被害をもたらす津波）を設定する
こと、その水位について、津波シミュレーションにより算定される水位を基に、河口の位置する海岸の設計津波の水位を勘案
して設定することが求められている。 

  「利根川水系利根川・江戸川河川整備計画」（平成25年５月、関東地方整備局）で河川津波対策を新たな課題として掲げ、
茨城県及び千葉県との情報共有を図ると共に、25年度に津波シミュレーションを行っているものの、「施設計画上の津波の水
位」の設定には至っておらず、利根川河口部の整備計画なし 

○ 他方、茨城県と千葉県は、東日本大震災後、津波対策に係る堤防整備について、速やかに、それぞれ委員会を設置するなど
により、堤防等の整備に係る検討を重ね、その結果に基づき取組を推進 

所見表示の要旨 

 津波による河川沿岸の住民の安全確保及び被害軽減の観点から、河川津波対策について、利根川水系利根川・江戸川河川整備
計画の見直しを視野に入れて、関係地方公共団体と一層の連携を図るとともに、速やかに施設計画上の津波を設定し、河川部と
海岸部の一体となった防御を推進すること 

回答の要旨 

 平成26年７月以降も茨城県及び千葉県の関係部局と情報交換・意見交換を行い、河川津波対策について、調査及び検討を進め
ているところ。引き続き、関係機関と一層の連携を図り、調査及び検討を進め、必要な対策を実施することにより、津波による
災害の発生の防止又は軽減を図る方針 
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